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略 語 集 

 
 

ABU アジア・太平洋放送連合(Asia-Pacific Broadcasting Union) 

BD 基本設計調査(Basic Design Study) 

BHN ベーシックヒューマンニーズ(Basic Human Needs) 

DD 詳細設計(Detailed Design) 

EIA 環境影響評価（Environmental Impact Assessment） 

EOJ 日本大使館（Embassy of Japan） 

FM 周波数変調(Frequency modulation) 

ITU 国際電気通信連合(International Telecommunications Union) 

JICA 国際協力事業団(Japan International Cooperation Agency) 

LW 長波(Long-wave) 

MW 中波(Medium-wave) 

MOFA 日本国外務省(Ministry of Foreign Affairs of Japan) 

MOFE モンゴル国財務経済省(Ministry of Finance and Economy of Mongolia) 

MOI インフラストラクチャー省（Ministry of Infrastructure） 

MRTC モンゴル・ラジオ＆テレビ送信技術センター（Mongolian Radio & Television 

Technical Center of Transmission System） 

MRTV モンゴル・ラジオ＆テレビ (Mongolian Radio & Television) 

ODA 政府開発援助（Official Development Assistance） 

O&M 運転保守（Operation and Maintenance） 

PTA 郵便電信庁(Post and Telecommunications Authority) 

RX 受信機(Receiver) 

SSN 太陽黒点数(Sun spot number) 

STL ST リンク(Studio-to-Link) 

SW 短波(Short-wave) 

TX 送信機(Transmitter) 
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要    約 

 

モンゴル国（以下「モ」国という）には、公共放送セクターに係る国家開発計画は存在しないが、

同国政府は、国家開発に関する情報を等しく全国民に提供することを優先施策の一つとしている。

そのため、国家政策・市場経済政策の促進、学校教育の補完、遠隔教育の推進などに必要な各種

情報の提供、ならびに農業情報、気象情報、災害情報などの提供を重視している。 

「モ」国において放送事業を管轄しているのはインフラ省（MOI）であり、MOI の監督下で国

営モンゴル･ラジオ・テレビ（MRTV）がラジオ放送全般に係る実務を担当している。MRTV の

内部にあって送信設備の運営維持管理を担当している組織は、モンゴル・ラジオ・テレビ送信技

術センター（MRTC）である。 

MRTV は、1960 年から旧ソ連の援助を受けて、既存の 7 ヵ所の送信所から短波、中波、長波を

使ったラジオ放送を行ってきた。これらの送信所には、全国レベルのサービスエリアを確保でき

る能力を持った旧ソ連製の比較的大容量の送信設備が設置された。長波送信設備を始めとした、

これらの送信設備の大半は、故障のため停波していたり、老朽化が寿命限界近くにまで進行した

りしている。送信設備の持続的な運用にとって必要不可欠なスペアパーツさえも財政難により十

分に入手できない状況が続いている。さらに、大電力を消費する長波送信設備が設置されている

ために、電気代の負担が重荷になっている。 

このような状況下にあって、稼働できる送信設備においてもその送信出力を半分程度にまで低下

させた運用を余儀なくされ、近年、放送サービスエリアが急速に縮小しつつある。現時点の可聴

エリアは、短波、中波、長波を合計しても国土面積の 47%程度に過ぎない。遠隔地に対するラ

ジオ放送が十分に行えないことから、ラジオ放送が唯一の情報入手手段になっている遊牧民にと

って、情報提供の手段が失われつつある。また、重要なメディアとして日常生活に欠かせないラ

ジオ放送が、地方部の住民にとっても聴取できないというのが現状である。 

「モ」国政府は、既存ラジオ送信所の中から 3 ヵ所（中央県ウランバートル、ゴビ・アルタイ県

アルタイ、フブスグル県ムルン）を選定し、短波によってサービスエリアを回復させることを目

的として、これらの送信所における短波送信設備の調達に係る無償資金協力「短波ラジオ放送網

整備計画」（以下「本プロジェクト」という）に係る調査の実施を我が国に対して要請してきた。 

本無償資金協力の要請に応えて、日本国政府は基本設計調査の実施を決定し、国際協力事業団

（JICA）は基本設計調査団を平成 13 年 6 月 23 日から同年 8 月 1 日まで「モ」国へ派遣した。

調査団は「モ」国側の本プロジェクト実施機関である MRTV と協議を行い、要請の内容につい

ての協議・確認を行うとともに、プロジェクトサイトの現地調査ならびに必要なデータ・資料の

収集を行った。 
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「モ」国のように地理的な広がりが大きく、しかも高い山が連なる地形を持つ国には、上空に向

けて電波を打ち上げ電離層からの反射波を利用する短波ラジオ放送が、広いサービスエリアを網

羅できるという点で有利である。この利点により、年間の大半を放牧生活で過ごす遠隔地の遊牧

民や住民に対しても、ラジオ放送を通じた情報の提供が可能になる。しかも、短波送信設備は小

電力で遠方まで電波を飛ばせることから、運営維持管理費の大半を占める電気代を抑制できると

いう利点もある。そこで、遠距離放送に適した短波送信設備を既存の 3 送信所に設置することに

よって、ほぼ全国をサービスエリアとしたラジオ放送網の整備が可能であると判断し、既存 3

送信所に対する短波送信設備の調達ならびに据付を協力対象範囲とすることとした。 

調査団は、現地調査と国内解析の結果を踏まえて、前述の協力対象範囲の設定を含む適切な機材

内容および規模の検討、概算事業費の積算等を行い、基本設計および実施計画を策定した。これ

をもとに JICA は平成 13 年 11 月 19 日から同年 12 月 5 日まで基本設計概要説明調査団を「モ」

国に派遣し、基本設計概要書の説明および協議を行った結果、同概要書の内容について「モ」国

政府との間で基本合意を得た。 

ラジオ放送の公共的使命や役割を考慮すると、送信設備の故障や不具合によって放送中断に至る

ような事態は回避する必要がある。そのためには、通常的に運用されている送信機が運用停止に

陥った場合、速やかに予備の送信機を立ち上げ運用を開始できるような設備構成となっていなけ

ればならない。このような現用/予備方式の適用が不可欠である。 

送信設備が設置される３送信所は遠隔地にあり、自然環境条件が過酷であるため、緊急時の対応

が取れるように、適切な品種のスペアパーツを適正数量だけ確保することも必要である。さらに、

商用電源からの電力供給信頼度が低い送信所に対しては、停電に備えて非常用発電装置を設置す

るといった措置も必要である。 

これらの点を踏まえた基本設計を行い、「モ」国側と協議したところ、最終的に確認された計画

内容は下表に示すとおりである。ウランバートル送信所には 100kW 短波送信設備が設置されて

おり、50kW 程度の出力は当面確保できると見られることから、50kW 送信機の調達は 1 台とし

た。 
送信所 ウランバートル アルタイ ムルン 

運用方式 現用方式 現用/予備方式 現用/予備方式 
送信出力（kW） 50 10 10 
送信機台数 1 2 2 
送信機用周辺装置 1 式 1 式 1 式 
アンテナシステム 1 式 1 式 1 式 
非常用発電装置 なし 1 台 なし 
ケーブル材料 1 式 1 式 1 式 
番組伝送回線（STL） 回線増設 既設流用 既設流用 
予備品 3 年間分 3 年間分 3 年間分 
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協力対象事業は、事業効果の継続的な発現が期待のため、調達機材は信頼性、汎用性、堅牢性に

優れるものである必要がある。さらに調達後の運営維持管理がしやすいことも必須条件である。

これらの観点からは、高度な技術を適用した機材よりは実証済みの技術を適用し、多数の稼動実

績を有する機材を導入するのが妥当であると判断されるため、この方針で臨むこととした。 

旧ソ連製から日本製機材へ更新するに当たっては先方職員への技術移転が不可欠なため、協力対

象事業の中に送信設備の運営維持管理に関するソフトコンポーネント業務の導入や送信設備の

初期運転操作に係る指導を含めることとした。 

冬季の過酷な自然条件下では機材の輸送、基礎工事、据付工事などに困難が伴うことから、夏季

に集中して現地作業を行う必要がある。そこで工期としては、コンサルタントによる入札図書作

成業務等が約 3.6 ヵ月、機材の調達・据付が約 12.6 ヵ月、さらに機材検収後に行われるソフトコ

ンポーネント業務が約 3.3 ヵ月であるが、現地作業の一部を並行して進めることから、全体で約

17.5 ヵ月の工期を必要とする。 

本プロジェクトを我が国の無償資金協力で実施する場合、概算事業費総額は 11.30 億円（日本側

負担：11.25 億円、「モ」国側負担：0.05 億円）と見積もられる。 

本プロジェクトの実施にあたっては、調達機材を既存の送信所内に設置することから、3 送信所

のいずれにおいても、既存建屋の床・壁などの一部を加工したり補修したりする必要がある。ま

た、アルタイ／ムルン送信所のように、新規短波アンテナの設置に伴って既存短波アンテナを撤

去する必要もある。実施機関である MRTV は、それらの作業の明細を理解しており、その作業

の実施に必要な負担額 43.8 百万トゥグルグについて、必要な予算措置を講じることによって所

定の時期までに完了できると表明している。ちなみに、負担額 43.8 百万トゥグルグは、送信所

の運営維持管理のために MRTCが 2000 年度に支出した 2,087 百万トゥグルグに対して 2.1%と軽

微であり、先方にとって大きな負担とは考えられない。 

本プロジェクトの実施により、以下の直接効果の発現が期待できる。 

 

• 急速に縮小しつつある放送サービスエリアを回復させることによって、遠隔地に居住してい

る住民（特に遊牧民）に対し、ラジオ放送による情報収集手段を提供できる。現在、短波、

中波、長波を合わせたラジオ放送によるサービスエリアは国土面積比で 47%、人口比で 65%

程度に過ぎないが、これを国土面積比で 93%、人口比で 94%の水準まで回復させられる。 

 

• 既存の送信所において運営・維持管理費の 80％近くを占めるのが電気代である。省電力設計

を取り入れた短波送信設備を設置することによって、仮に同一サービスエリアを網羅するた

めに既存の短波送信設備を運用する場合と比較して、年間 27.3 百万トゥグルグ（約 38%）の

電気代が節減される。 
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• 3 送信所への最新の送信設備の設置、ならびにウランバートル送信所への番組伝送回線の増

設によって、番組送信の安定性と信頼性が向上し、これがひいてはラジオ放送に対する聴取

者の信頼感を醸成する。 

 

• 送信設備の運営維持管理に関するソフトコンポーネント業務や初期操作指導などによって、

モンゴル国側へ技術移転がなされる。 

 

本プロジェクトを実施することによって、地方住民がラジオ放送を聴取することが可能となるた

め、以下のようなニーズを満たし、間接効果を生むことが想定される。 

• 農牧業製品の需要、価格などの動向や取引に関する情報を住民にタイムリーに伝えることに

よって、効率的な経済活動を促進する。 

 

• 住民に迅速な自然災害予報（大雪（ゾド）等）を伝えることによって、必要な対策をとらせ

る一助となり、農牧業の経済損失を抑えることに貢献する。 

 

• 住民に対し教育の機会を提供することによって教育水準の向上を図る。 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、広く住民のベーシックヒュ

ーマンニーズ（BHN）の向上に寄与するものであることから、我が国の無償資金協力を実施す

ることの妥当性が確認される。また、本プロジェクトの運営維持管理についても、本プロジェク

トの実施に伴って新たに人員を割り当てるなどの措置を講じる必要はなく、既存の運転保守体制

で十分に対応できると判断される。また、運営維持管理のための費用については、短波送信設備

の運用に係る電気代の年間予想額 71.9 百万トゥグルグと予備品の調達に要する年間費用 66.7 百

万トゥグルグとの合計金額 138.6 百万トゥグルグは、2000 年度の年間支出合計 2,087 百万トゥグ

ルグの 1.8%を占めるに過ぎず、この程度であれば大きな負担とは考えられない。 

MRTV は、本プロジェクトの実施に伴い、ほぼ全国をサービスエリアとしたラジオ放送の運用

体制が整うとして、この機会に、老朽化が進行している既存 7 送信所の送信設備の運用を見直す

ことを明らかにしている。すなわち、本プロジェクトの短波送信設備の運用開始が 2003 年末近

くになることから、2006 年を目標年度として 2004 年から段階的に既存送信設備を停止させる計

画である。MRTV は、これら 7 送信所に設置されている送信設備の運用に係る 2002 年度の年間

電気代を合計 570 百万トゥグルグと見込み、これが、2003/2004 年度には既存送信設備と新設送

信設備が一時的に併用されることに伴い増加するものの、2005 年度以降は減少するとみている。

ちなみに、2006 年度の年間電気代は 2002 年度の 64%程度に減少し、同年度の節減額 204 百万ト

ゥグルグは、新設送信設備の電気代と予備品調達費の合計 138.6 百万トゥグルグを 47%上回る。 

このように、本プロジェクトの実施による電気代節減効果が大きいため、送信設備の運営維持管

理に係る費用の捻出は容易であり、MRTV は運営維持管理を適切に実行できると考えられる。 
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本プロジェクトの実施にあたり、以下のような課題があるが、それらを解決することによって、

本プロジェクトはより円滑かつ効果的に実施しうると考えられる。 

 

• 送信設備の運営維持管理に関するソフトコンポーネント業務や初期操作指導の機会を十分

に活用するだけでなく、自主的かつ継続的な教育研修を行うことによって、日本製機材への

移行が円滑に行えるような体制の構築が「モ」国側に求められる。 

 

• ラジオ放送の聴取者にとって魅力ある番組を制作することも本プロジェクトの実施効果を

高めるための措置として重要である。 
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